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[証券コード 3105]
2020年３月５日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号

取締役社長 村 上 雅 洋

第177回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第177回定時株主総会を下記により開催しますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行

使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いた
だき、2020年３月26日（木曜日）午後５時までに議決権をご行使くださいます
ようお願い申しあげます。
［郵送による議決権行使の場合］

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期
限までに到着するようご返送ください。
［インターネットによる議決権行使の場合］

11頁から12頁に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご
参照のうえ、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。

敬 具
記

１．日 時 2020年３月27日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号

ロイヤルパークホテル ２階「有明」
３．目的事項

報告事項 １．第177期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第177期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
計算書類報告の件
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決議事項
第１号議案 取締役11名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

４．議決権の行使に関する事項
⑴ 議決権行使書の郵送とインターネットによる方法とを重複して議決権を行
使された場合は、インターネットによる議決権の行使を有効とさせていた
だきます。

⑵ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に
行われた議決権行使を有効とさせていただきます。

⑶ 当日代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方１
名を代理人として委任する場合に限られます。なお、代理権を証明する書
面のご提出が必要となります。

５．招集通知添付書類および株主総会参考書類に関する事項
⑴ 招集通知に添付すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法令およ
び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載
していますので、本招集通知添付書類には記載していません。
① 事業報告のうち、新株予約権等の状況
② 連結株主資本等変動計算書
③ 連結注記表
④ 株主資本等変動計算書
⑤ 個別注記表

⑵ 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていた
だきます。

当社ウェブサイト http://www.nisshinbo.co.jp/

以 上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
◎当社株主総会では、株主様へのお土産のご用意はございません。
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 取締役11名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役11名全員が任期満了となります。
つきましては、社外取締役４名を含む取締役11名の選任をお願いしたいと存

じます。
取締役候補者は次のとおりです。

候補者
番号 氏 名 取締役候補者属性 現在の当社における

地位および担当
取締役会への
出席状況

１ かわ た まさ や
河 田 正 也 再任 代表取締役会長 100％

（16回/16回）

２ むら かみ まさ ひろ
村 上 雅 洋 再任 代表取締役社長 100％

（16回/16回）

３ あら けん じ
荒 健 次 再任 取締役 専務執行役員 100％

（16回/16回）

４ お ぐら りょう
小 倉 良 再任 取締役 常務執行役員 100％

（16回/16回）

５ ば ば かず のり
馬 場 一 訓 再任 取締役 常務執行役員

経営戦略センター長
100％

（13回/13回※）

６ いし い やす じ
石 井 靖 二 再任 取締役 執行役員 100％

（13回/13回※）

７ つか たに しゅう じ
塚 谷 修 示 新任 執行役員 事業支援セ

ンター財経・情報室長 －

８ た が けい じ
多 賀 啓 二 再任 社外 独立 取締役 92％

（12回/13回※）

９ ふじ の
藤 野 しのぶ（女性） 再任 社外 独立 取締役 100％

（16回/16回）

10 や ぎ ひろ あき
八 木 宏 幸 新任 社外 独立 －

11 ちゅう ま ひろ ゆき
中 馬 宏 之 新任 社外 独立 －

再任 再任取締役候補者 新任 新任取締役候補者 社外 社外取締役候補者 独立 証券取引所届出独立役員

※取締役就任以降
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１ かわ た まさ や

河 田 正 也
再任

（1952年４月20日生 満67歳）

取締役在任年数： 12年９カ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（16回/16回）
所有する当社の株式数： 110,687株
略歴、地位および担当：
1975年 ４月 当社入社
2006年 ６月 執行役員 人事本部長
2007年 ４月 経理本部副本部長（兼務）
2007年 ６月 取締役
2008年 ４月 事業支援センター副センター長
2009年 ４月 日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長
2010年 ６月 当社取締役 常務執行役員

2011年 ６月 当社経営戦略センター副センター
長、新規事業開発本部長（兼務）
日清紡ケミカル㈱代表取締役社長

2012年 ６月 当社取締役 専務執行役員
日清紡メカトロニクス㈱代表取締
役社長

2013年 ６月 当社代表取締役社長
2019年 ３月 当社代表取締役会長（現職）

重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
取締役候補者とした理由：
河田正也氏は、2007年６月に当社取締役に就任し、事業子会社３社の代表取締役社長を歴任後、2013年６
月から2019年３月まで当社の代表取締役社長として当社および当社グループの経営を担ってきました。現在
は、当社の代表取締役会長を務めており、豊富な経営経験・実績と高い見識から、当社取締役としての責務を
十分果たし得る人物と判断し、候補者としました。

２ むら かみ まさ ひろ

村 上 雅 洋
再任

（1958年９月７日生 満61歳）

取締役在任年数：９年９カ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（16回/16回）
所有する当社の株式数： 37,070株
略歴、地位および担当：
1982年 ４月 当社入社
2008年 ４月 執行役員 経営戦略センターコー

ポレートガバナンス室長、事業支
援センター人財・総務室長（兼
務）、不動産事業部長（兼務）

2009年 ４月 事業支援センター副センター長
（兼務）、経営戦略センター経営戦
略室長（兼務）、事業支援センタ
ー財経・情報室長（兼務）

2010年 ６月 取締役、事業支援センター長（兼
務）

2012年 １月 不動産事業管掌
2012年 ６月 取締役 常務執行役員、経営戦略

センター副センター長（兼務）
2014年 ６月 経営戦略センター長（兼務）
2015年 ６月 取締役 専務執行役員
2016年 ６月 代表取締役 専務執行役員
2018年 ６月 代表取締役副社長
2019年 ３月 代表取締役社長（現職）

重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
取締役候補者とした理由：
村上雅洋氏は、2010年６月に当社取締役に就任し、事業支援センター長や経営戦略センター長等の要職を歴
任後、2019年３月より当社の代表取締役社長を務め、当社および当社グループの経営を担っています。当社
グループの事業に関する豊富な知見と経営実績、高い見識から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人
物と判断し、候補者としました。
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３ あら けん じ

荒 健 次
再任

（1953年11月21日生 満66歳）

取締役在任年数：２年９カ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（16回/16回）
所有する当社の株式数： 11,638株
略歴、地位および担当：
1976年 ４月 日本無線㈱入社
2002年 ４月 同社システム機器事業部官庁営業

部長
2006年 １月 同社システム機器事業部副事業部

長兼官庁営業部長
2006年 ４月 同社営業戦略本部ソリューション

営業部長
2008年 ４月 同社執行役員 営業戦略本部長
2009年 ４月 同社執行役員 ソリューション事

業本部長
2011年 ６月 同社取締役 執行役員 ソリュー

ション事業本部長

2012年 ６月 JRCシステムサービス㈱取締役
2013年 ４月 日本無線㈱執行役員 事業本部副

本部長
2014年 ４月 同社執行役員 事業本部長
2014年 ６月 同社取締役 執行役員 事業本部

長
2016年 ６月 同社代表取締役社長（現職）
2017年 ６月 当社取締役 専務執行役員（兼

務、現職）

重要な兼職の状況：
日本無線㈱代表取締役社長
取締役候補者とした理由：
荒 健次氏は、2016年６月より事業子会社である日本無線㈱の代表取締役社長を務めており、2017年６月
に当社取締役に就任しました。無線・通信事業を営む日本無線㈱における豊富な経営経験・実績と高い見識か
ら、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、候補者としました。

４ お ぐら りょう

小 倉 良
再任

（1948年10月１日生 満71歳）

取締役在任年数：３年９カ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（16回/16回）
所有する当社の株式数： 35,960株
略歴、地位および担当：
1985年 ２月 新日本無線㈱入社
1999年 ６月 同社取締役
2001年 ４月 同社汎用IC事業部長
2004年 ６月 同社常務取締役
2005年 ４月 同社半導体事業部門統括兼半導体

技術本部長
2006年 ４月 同社半導体生産本部長

2009年 ６月 ㈱エヌ・ジェイ・アール福岡代表
取締役 専務取締役

2011年 ６月 新日本無線㈱代表取締役社長
2016年 ６月 当社取締役 常務執行役員（現

職）
2018年 ９月 新日本無線㈱代表取締役会長（兼

務、現職）
重要な兼職の状況：
新日本無線㈱代表取締役会長
取締役候補者とした理由：
小倉 良氏は、事業子会社である新日本無線㈱代表取締役社長在任中の2016年６月に当社取締役に就任し、
2018年９月より同社の代表取締役会長を務めています。マイクロデバイス事業を営む新日本無線㈱における
豊富な経営経験・実績と高い見識から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、候補者とし
ました。
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５ ば ば かず のり

馬 場 一 訓
再任

（1959年９月１日生 満60歳）

取締役在任年数：１年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（13回/13回）
所有する当社の株式数： 10,495株
略歴、地位および担当：
1983年 ４月 当社入社
2009年 ４月 執行役員 経営戦略センターコー

ポレートガバナンス室長、事業支
援センター人財・総務室長（兼
務）

2013年 ６月 事業支援センター副センター長

2014年 ６月 取締役 執行役員
日清紡テキスタイル㈱代表取締役
社長

2016年 ６月 当社常務執行役員
2019年 ３月 当社取締役 常務執行役員（現

職）、経営戦略センター長（現職）
重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
取締役候補者とした理由：
馬場一訓氏は、2014年６月から2019年３月まで事業子会社である日清紡テキスタイル㈱の代表取締役社長
を務めた後、2019年３月に当社取締役に就任し、現在は経営戦略センター長を務めています。豊富な経営経
験・実績と高い見識から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、候補者としました。

６ いし い やす じ

石 井 靖 二
再任

（1964年12月25日生 満55歳）

取締役在任年数：１年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（13回/13回）
所有する当社の株式数： 5,425株
略歴、地位および担当：
1988年 ４月 当社入社
2011年 ４月 日清紡ブレーキ㈱執行役員 摩擦

材製造部長
2013年 ４月 同社常務執行役員 戦略室長（兼

務）、生産部門長（兼務）、生産技
術部長（兼務）

2013年 ６月 同社取締役 常務執行役員

2015年 １月 同社取締役 常務執行役員、ブレ
ーキ開発部長

2015年 ４月 同社取締役副社長
2015年 ６月 当社執行役員
2017年 ６月 日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長

（現職）
2019年 ３月 当社取締役 執行役員（兼務、現

職）
重要な兼職の状況：
日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長
取締役候補者とした理由：
石井靖二氏は、2017年６月より事業子会社である日清紡ブレーキ㈱の代表取締役社長を務めており、2019
年３月に当社取締役に就任しました。日清紡ブレーキ㈱における経営経験・実績、生産・技術に関する豊富な
知見と高い見識から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、候補者としました。
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７ つか たに しゅう じ

塚 谷 修 示
新任

（1962年９月６日生 満57歳）

取締役在任年数：－
取締役会への出席状況：－
所有する当社の株式数： 5,625株
略歴、地位および担当：
1986年 ４月 当社入社
2014年 １月 事業支援センター財経・情報室財

経グループ担当部長
2015年 ６月 事業支援センター財経・情報室長
2018年 ４月 執行役員 事業支援センター財

経・情報室長（現職）
重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
取締役候補者とした理由：
塚谷修示氏は、2015年６月より財経・情報室長を務めており、2018年４月に当社執行役員に就任しました。
財務・会計に関する豊富な知見・業務経験と高い見識から、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と
判断し、候補者としました。

８ た が けい じ

多 賀 啓 二
再任 社外 独立

（1950年７月25日生 満69歳）

取締役在任年数：１年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 92％（12回/13回）
所有する当社の株式数： 0株
略歴、地位および担当：
1973年 ４月 日本開発銀行（現㈱日本政策投資

銀行）入行
1999年10月 同行都市開発部長
2002年 ６月 同行総務部長
2004年 ６月 同行理事
2008年10月 同行取締役 常務執行役員
2009年 ６月 ㈱東京流通センター代表取締役副

社長
㈱テーアールシーサービス代表取
締役社長

2013年 ６月 ㈱東京流通センター代表取締役社
長
㈱テーアールシーサービス取締役

2017年 ６月 DBJアセットマネジメント㈱取締
役会長

2018年 ６月 同社顧問
2019年 ３月 当社社外取締役（現職）

重要な兼職の状況：
星光PMC㈱社外取締役
社外取締役候補者とした理由：
多賀啓二氏は、㈱日本政策投資銀行の取締役および㈱東京流通センターの代表取締役社長として会社経営に携
わってきました。政府系金融機関における豊富な業務経験・経営経験と事業会社における経営実績、高い見識
を当社のグループ経営の監督に活かしていただくため、社外取締役候補者としました。
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９ ふじ の

藤 野 しのぶ（女性）
再任 社外 独立

（1957年７月13日生 満62歳）

取締役在任年数：４年９カ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況： 100％（16回/16回）
所有する当社の株式数： 0株
略歴、地位および担当：
1987年 ４月 ㈱菱化システム入社
2003年 ６月 カウンセラー事務所開業（現職）
2015年 ６月 当社社外取締役（現職）
重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
社外取締役候補者とした理由：
藤野しのぶ氏は、キャリアカウンセラーとして主に人材育成に関する専門的な知識・経験を有しており、その
豊富な知識・経験と女性の視点・感性を当社のグループ経営の監督およびダイバーシティー経営の推進に活か
していただくため、社外取締役候補者としました。

10 や ぎ ひろ あき

八 木 宏 幸
新任 社外 独立

（1956年６月９日生 満63歳）

取締役在任年数：－
取締役会への出席状況：－
所有する当社の株式数： 0株
略歴、地位および担当：
1981年 ４月 検事任官
2007年 １月 東京地方検察庁特別捜査部長
2015年12月 東京地方検察庁検事正
2016年 ９月 最高検察庁次長検事

2018年 ７月 東京高等検察庁検事長
2019年 ３月 弁護士登録（現職）
2019年 ６月 公益財団法人国際研修協力機構理

事長（現職）
重要な兼職の状況：
公益財団法人国際研修協力機構理事長
社外取締役候補者とした理由：
八木宏幸氏は、検察官として東京高等検察庁検事長等の要職を歴任し、退官後は弁護士として活動する一方、
公益財団法人国際研修協力機構の理事長を務めています。法律に関する専門的な知識と法曹界における豊富な
経験、高い見識を当社のグループ経営の監督に活かしていただくため、社外取締役候補者としました。
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11 ちゅう ま ひろ ゆき

中 馬 宏 之
新任 社外 独立

（1951年４月３日生 満68歳）

取締役在任年数：－
取締役会への出席状況：－
所有する当社の株式数： 0株
略歴、地位および担当：
1984年 ８月 米国 南イリノイ大学カーボンデ

ール校経済学部助教授
1985年 ７月 東京都立大学経済学部助教授
1992年 ４月 一橋大学大学院経済学研究科・経

済学部助教授
1993年 ４月 一橋大学大学院経済学研究科・経

済学部教授
1999年 ４月 一橋大学イノベーション研究セン

ター教授
2000年 １月 米国 エール大学経済学部客員教

授
2000年 ４月 独立行政法人経済産業研究所ファ

カルティフェロー

2004年 ４月 文部科学省 科学技術政策研究所
（現科学技術・学術政策研究所）
客員総括主任研究官

2012年 ４月 一橋大学大学院商学研究科・商学
部教授/イノベーション研究セン
ター教授

2014年 ４月 成城大学社会イノベーション学
部・研究科教授（現職）

2015年 ４月 一橋大学名誉教授
2015年 ４月 独立行政法人経済産業研究所ファ

カルティフェロー

重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
社外取締役候補者とした理由：
中馬宏之氏は、一橋大学や独立行政法人経済産業研究所等で研究・教育に携わり、現在は成城大学社会イノベ
ーション学部・研究科教授を務めています。産業経済論や技術経営分野の専門的な知識と企業におけるイノベ
ーションに関する豊富な知見、高い見識を当社のグループ経営の監督に活かしていただくため、社外取締役候
補者としました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．多賀啓二、藤野しのぶ、八木宏幸、中馬宏之の各氏は、社外取締役候補者です。
３．多賀啓二、藤野しのぶの両氏は、当社株式を上場している東京証券取引所が定める独立役員として指定
し、届け出ており、両氏の再任が承認された場合は、引き続き両氏を独立役員とする予定です。また、
八木宏幸、中馬宏之の両氏が社外取締役に選任された場合は、両氏についても独立役員として指定し、
届け出る予定です。

４．社外取締役候補者の就任期間等については、次のとおりです。
① 多賀啓二氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年間です。
② 藤野しのぶ氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年９カ月間です。なお、上記に
は同氏が業務上使用している氏名を記載していますが、戸籍上の氏名は加藤しのぶです。

５．当社は、社外取締役候補者である多賀啓二、藤野しのぶの両氏との間で、会社法第423条第１項の賠償
責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金500万円と法令の定める
最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結しており、両氏の再任が承認され
た場合は、当該契約を継続する予定です。また、八木宏幸、中馬宏之の両氏の選任が承認された場合
は、両氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定です。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査

役１名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ています。
補欠監査役候補者は次のとおりです。
なが や ふみ ひろ

長 屋 文 裕
社外 独立

（1965年11月27日生 満54歳）

所有する当社の株式数： 0株
略歴および地位：
1991年 ４月 判事補
2000年 ４月 検事転官
2003年 ３月 判事
2004年 ４月 最高裁判所裁判所調査官
2009年 ６月 弁護士登録（現職）
重要な兼職の状況：
該当する事項はありません。
補欠の社外監査役候補者とした理由：
長屋文裕氏は、裁判官・弁護士としての実務経験および法律に関する専門的な知識を有しており、その高い
専門性と豊富な経験・見識を当社のグループ経営の監査に活かしていただくため、補欠の社外監査役候補者
としました。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．長屋文裕氏は、補欠の社外監査役候補者です。
３．長屋文裕氏が社外監査役に就任した場合は、当社株式を上場している東京証券取引所が定める独立役員
として指定し、届け出る予定です。

４．当社は、長屋文裕氏が社外監査役に就任した場合は、同氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任
について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金500万円と法令の定める最低
責任限度額とのいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結する予定です。

以 上
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インターネットによる議決権行使は、パソコン、
スマートフォンまたは携帯電話から、当社の指
定する議決権行使サイトにアクセスしていただ
くことによって実施可能です。
（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

インターネットによる議決権行使のご案内

当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、「議決権電子行使プラットフ
ォーム」をご利用いただけます。

機関投資家の皆様へ

スマートフォン・タブレット等からQRコードを読み取る方法

2020年３月26日（木曜日）
午後５時まで受付

議決権行使期限

画面の案内に従って各議案の賛否を
選択。

お手持ちのスマートフォンにて、同封の議決権
行使書副票（右側）に記載の「ログイン用QRコー
ド」を読み取る。

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、「ログインID」および「仮パスワード」
が入力不要でログインいただけます。※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

QRコードによる
自動のログインは
１回に限り可能です。

再行使する場合は次ページの「ログイ
ンID」「仮パスワード」を入力する方法
をご利用ください。

※スマートフォン機種によりQRコードでの
ログインが出来ない場合があります。QR
コードでのログインが出来ない場合には、
次ページの「ログインID」「仮パスワード」
を入力する方法にて議決権行使を行って
ください。

議案賛否方法の選択画面が
表示されるので、議決権行
使方法を選ぶ。

画面の案内に従って
行使完了です。

QRコードを読み取る 各議案の賛否を選択

議決権行使方法を選ぶ

1 3

2

「ログイン用QRコード」
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■パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、セキュリティの設定等、株主様のインターネット利用環境に
よっては、行えない場合もあります。
■携帯電話による議決権行使は、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信および携帯電話情報の送信が不可能な機
種には対応していません。
■議決権行使書の郵送とインターネットによる方法とを重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議
決権の行使を有効とさせていただきます。
■インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効とさせていた
だきます。
■議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・パケット通信料等）は、株主様
のご負担となります。

ご注意事項

パソコン、携帯電話から
「ログインID」「仮パスワード」を入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話：0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
システムや操作方法に
関するお問い合わせ先

お手元の議決権行使書用
紙の副票（右側）に記載さ
れた「ログインID」および
「仮パスワード」を入力。

QRコード読み取り機能を搭載したスマートフォン又は携帯
電話をご利用の場合は、右記のQRコードを読み取ってアク
セスいただくことも可能です。

株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）
や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株
主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変
更をお願いしています。

議決権行使サイトにおいて、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パス
ワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトにアクセス
https://evote.tr.mufg.jp/

ログイン

パスワード登録

1

2

3

「ログインID」「仮パスワード」

「次の画面へ」をクリック

「ログイン」をクリック

「送信」をクリック
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（添付書類）
事業報告（2019年１月１日から2019年12月31日まで）

当社は2018年６月28日に開催された第175回定時株主総会の決議に基づき、前連結会計
年度より決算期（事業年度の末日）を３月31日から12月31日に変更しました。これに伴
い、経過期間となる前連結会計年度は、当社および３月決算であった連結対象会社は2018
年４月１日から2018年12月31日の９カ月間を、２月決算であった連結対象会社は2018年
３月１日から2018年12月31日の10カ月間を、12月決算であった連結対象会社は2018年
１月１日から2018年12月31日の12カ月間を連結対象期間とする変則的な決算となりまし
た。このため前期と比較する場合については、参考値として、当連結対象期間（2019年１
月１日から2019年12月31日の12カ月間）と同一期間となるように組み替えた前年同期
（以下「調整後前年同期」）による増減比を記載しています。

１ 企業集団の現況
(1）事業の経過および成果

当連結会計年度における世界経済は、米中貿易摩擦、中国経済の減速、英国
のEU離脱問題に伴う混乱、中東情勢の懸念などから減速傾向にあり、国内経
済も海外経済の減速、消費税率の引上げ、相次ぐ自然災害などの影響を受け、
秋には政府の景気判断も一部引下げられました。一方で、減速が続いていた電
子部品など一部の品目には回復の兆しもみられます。
このような状況のもと、当社グループは、企業理念「挑戦と変革。地球と人

びとの未来を創る。」の具現化を通して、グループ経営・グローバル経営の深
化を図り、多様性の中での団結を進め企業価値の向上を目指しています。そし
て、「環境・エネルギーカンパニー」グループとして安全で安心な暮らしに貢
献するという事業方針のもと、2025年ROE12%達成を長期目標に掲げ、主力
のモビリティ分野を中心に経営資源を重点的に配分し、成長戦略を遂行してい
ます。
当連結会計年度の当社グループの連結業績は、売上高は、日本無線㈱におけ

るソリューション・特機事業の航空・気象システムの売上が増加したこと等に
より無線・通信事業は増収となり、大型商業施設用建物を販売したこと等によ
り不動産事業も増収となりましたが、ファウンデーションブレーキ事業の譲渡
や中国市場等の低迷の影響を受けたブレーキ事業が減収となったこと等により
509,660百万円と調整後前年同期比1.0％の減収となりました。
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営業利益は、無線・通信事業や不動産事業の売上増等により6,482百万円と
調整後前年同期比35.5％の増益となり、経常利益は、11,703百万円と調整後
前年同期比35.4％の増益となりました。
経常利益は増加したものの、TMD社のOEPC（乗用車新車組付用製品）事

業において固定資産の減損損失を計上したこと等により親会社株主に帰属する
当期純損失は、6,604百万円と調整後前年同期比5,237百万円の悪化となりま
した。

当社グループの各事業の状況は、次のとおりです。

なお、前連結会計年度まで１つの事業セグメントとして説明していました
「エレクトロニクス事業」は、リコー電子デバイス㈱の連結子会社化により規
模が拡大したことおよび事業特性が異なることなどを考慮し、当連結会計年度
より日本無線㈱を中心として展開する「無線・通信事業」と、新日本無線㈱と
リコー電子デバイス㈱により展開する「マイクロデバイス事業」の２つに分割
し、従来の「ブレーキ事業」「精密機器事業」「化学品事業」「繊維事業」「不動
産事業」と合わせて７つの事業に区分して説明しています。

① 無線・通信事業
マリンシステム事業は、アフターマーケット需要の伸び悩みにより商船換装

向け機器の売上は減少したものの、商船新造船向けおよび中小型船向け機器の
売上が増加したことなどにより増収・損失縮小となりました。
通信機器事業は、スマートフォン用光伝送装置の出荷が一巡したことでアン

プ製品の売上は減少しましたが、自動車用ITS（高度道路交通システム）、PHS
端末および業務用無線が堅調に推移したことなどにより増収・増益となりまし
た。
ソリューション・特機事業は、道路情報システムの売上は減少したものの、

国内外向け気象レーダー装置の出荷増により航空・気象システムの売上が増加
したことなどにより増収・増益となりました。
メカトロニクス・電源事業は、情報通信機器と電源機器において今期導入し

た新機種等が好調に推移したことに加え、2019年７月に連結子会社化したNJ
コンポーネント㈱の売上への寄与などにより増収・増益となりました。
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その結果、無線・通信事業全体では、売上高152,212百万円（調整後前年
同期比5.1％増）、営業利益4,100百万円（調整後前年同期比4,594百万円の改
善）となりました。

② マイクロデバイス事業
主力の電子デバイス製品は、米国および韓国メーカーを中心にスマートフォ

ンの販売が低迷したことに加え、米中貿易摩擦に起因する市場環境の急激な悪
化等により通信関連製品の販売が減少し、スマートフォン関連の設備投資需要
が停滞したことで産業機器関連製品の販売も減少したことなどから減収・減益
となりました。
マイクロ波製品は、米国向け衛星通信製品の販売が低迷したことにより減収

となりましたが、固定費の削減により増益となりました。
その結果、マイクロデバイス事業全体では、売上高65,285百万円（調整後

前年同期比2.2％減）、営業利益256百万円（調整後前年同期比88.5％減）と
なりました。

③ ブレーキ事業
国内事業は、銅レス・銅フリーの新製品立ち上がりによる受注増はあるもの

の、ファウンデーションブレーキ事業を譲渡した影響等により減収・減益とな
りました。
海外では、中国子会社は自動車販売縮小の影響や新拠点立ち上げに伴う費用

負担等により減収・減益となりました。米国子会社は自動車販売縮小の影響は
あるものの新製品の立ち上がりにより増収・増益となりました。韓国子会社は
販売が堅調に推移しましたが労務費増等により現地通貨ベースでは増収・減益
となり、為替換算後は円高の影響により減収・減益となりました。タイ子会社
はファウンデーションブレーキ事業を譲渡したこと等により減収・減益となり
ました。TMD社は売上は前年並みでしたが事業再構築に伴う費用増の影響等
により現地通貨ベースでは増収・損失拡大となり、為替換算後は円高の影響に
より減収・損失拡大となりました。
その結果、ブレーキ事業全体では、売上高131,338百万円（調整後前年同

期比6.3％減）、営業損失3,340百万円（調整後前年同期比2,423百万円の悪
化）となりました。
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④ 精密機器事業
自動車向け精密部品加工は、国内において本格立ち上がりをした製品の売上

は増加しましたが、量産が終了した製品の売上減や中国子会社の販売単価下落
等により減収・減益となりました。プラスチック成形加工は、南部化成㈱の車
載向け製品が振るわず、国内および中国・タイ子会社の空調機器向け製品も低
調だったことにより減収・減益となりました。
その結果、精密機器事業全体では、売上高65,428百万円（調整後前年同期

比0.7％減）、営業利益879百万円（調整後前年同期比46.0％減）となりまし
た。

⑤ 化学品事業
断熱製品は硬質加工品の大型案件が終了したことや水処理担体の売上減によ

り減収・減益となりました。機能化学品も水性架橋剤、油性改質剤および粉状
改質剤の売上減により減収・減益となりました。燃料電池用カーボンセパレー
タは国内家庭用や車載向け試作品の売上増により増収・増益となりました。
その結果、化学品事業全体では、売上高9,390百万円（調整後前年同期比

18.8％減）、営業利益1,649百万円（調整後前年同期比30.7％減）となりまし
た。

⑥ 繊維事業
国内は、超形態安定シャツ用生地やユニフォーム用生地の販売は堅調に推移

しましたが、化粧品雑貨用不織布、東京シャツ㈱のビジネスシャツおよびニッ
シントーア・岩尾㈱の衣料製品の販売が振るわなかったこと等により減収・減
益となりました。海外では、インドネシア子会社は売上は横ばいでしたが費用
減により増益となりました。ブラジル子会社は販売が堅調に推移し現地通貨ベ
ースでは増収・増益となり、為替換算後は円高の影響により減収・増益となり
ました。
その結果、繊維事業全体では、売上高49,505百万円（調整後前年同期比7.7

％減）、営業利益1,036百万円（調整後前年同期比20.6％減）となりました。
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⑦ 不動産事業
分譲事業は、美合事業所跡地（愛知県）の宅地販売開始に加え、大型商業施

設用建物（愛知県）を販売したことにより大幅な増収・増益となりました。ま
た、土地やオフィスビル・商業施設用建物賃貸事業も順調に推移しました。
その結果、不動産事業全体では、売上高11,655百万円（調整後前年同期比

62.3％増）、営業利益8,163百万円（調整後前年同期比101.9％増）となりま
した。

≪事業別売上高≫

事業区分
第176期

（調整後前年同期）
第177期

（2019年12月期）
売上高 構成比 売上高 構成比

百万円 ％ 百万円 ％

無 線 ・ 通 信 事 業 144,762 28.1 152,212 29.9
マイクロデバイス事業 66,736 13.0 65,285 12.8
ブ レ ー キ 事 業 140,171 27.2 131,338 25.8
精 密 機 器 事 業 65,921 12.8 65,428 12.8
化 学 品 事 業 11,563 2.3 9,390 1.8
繊 維 事 業 53,653 10.4 49,505 9.7
不 動 産 事 業 7,182 1.4 11,655 2.3
そ の 他 事 業 24,942 4.8 24,844 4.9
合 計 514,933 100.0 509,660 100.0

（注）第176期（前連結会計年度）は、決算期変更に伴い、2018年４月１日から2018年
12月31日までの９カ月間となっています。そのため、前連結会計年度の情報は、当
連結対象期間と同一期間となるように、リコー電子デバイス㈱を除く全ての連結対象
会社において2018年１月１日から2018年12月31日の12カ月間を連結対象期間とし
て組み替えた調整後前年同期により記載しています。
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（2）設備投資等の状況
当社グループは、長期的に成長が期待できる製品分野への重点的な設備投資

を基本とし、あわせて、製造設備の新鋭化による製品の品質向上、温室効果ガ
スの削減等の環境対策を目的とした設備投資を行っています。その結果、当連
結会計年度における設備投資は32,387百万円となりました。
主たる内容は、無線・通信事業において、日本無線㈱の物流倉庫や基幹シス

テム等に5,152百万円の投資を実施しました。マイクロデバイス事業におい
て、新日本無線㈱の電子デバイス製品製造設備や研究開発設備等に4,344百万
円、リコー電子デバイス㈱の研究開発設備や基幹システム等に3,645百万円の
投資を実施しました。ブレーキ事業において、TMDグループの摩擦材製造設
備 等 に 4,428 百 万 円、NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING
INC.の銅規制対応摩擦材製造設備等に3,861百万円、日清紡ブレーキ㈱の銅規
制対応摩擦材製造設備等に1,986百万円の投資を実施しました。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度は、2019年７月に長期シンジケートローン30,000百万円を
組成し、短期借入金の一部を低利固定での安定調達としました。また、主要銀
行とのコミットメントライン契約を25,000百万円で更改しました。その他、
当座貸越枠、コマーシャル・ペーパーも引き続き十分な調達枠を維持してお
り、必要とされる流動性を確保しております。

（4）企業再編等の状況
該当する事項はありません。
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（5）対処すべき課題
① 中期的な会社の経営戦略

当社グループは、企業理念「挑戦と変革。地球と人びとの未来を創る。」
の具現化を通して、グループ経営・グローバル経営の深化を図り、多様性の
中での団結を進め企業価値の向上を目指しています。また、企業の本質は人
間集団であり事業は借り物との考えに基づき、「モノ」づくりの強みをベー
スに「コト」「サービス」の視点を高めつつ、新たな時代や社会の要請に応
える業容へと変化を継続していきます。当社グループは、地球環境の維持や
サステナブルな社会づくりをテーマに、環境・エネルギー分野に事業領域を
シフトしてきました。今後とも、環境保全、省エネルギー、代替エネルギー
を実現する新製品やシステム提案はもとより、環境破壊や気候変動による災
害など人間社会が直面する課題に対してもソリューションを提供し、「環
境・エネルギーカンパニー」グループとしてスマート社会を実現してまいり
ます。
こうした考えのもと、主力であるモビリティ分野の拡充に加え、インフラ

ストラクチャー＆セーフティー分野、ライフ＆ヘルスケア分野への製品・サ
ービスの提供を通じて未来社会の創造に寄与していきます。
現在モビリティ分野においては、無線通信技術に電子デバイス・メカトロ

ニクス・ケミカル技術を融合しグループ横断的に事業を拡大しています。自
動車向けには、業界をリードしている銅フリー摩擦材の開発・拡販によりグ
ローバル市場での地位を高める一方、カーボンセパレータや白金代替触媒な
ど燃料電池車用の部材開発を進めています。また、自動運転技術のキーとな
るデバイスの供給やセンサーの開発を進め、自動車と交通インフラとの通信
網構築に取り組みます。さらには、船舶自動航行や衛星通信・航空機・ドロ
ーンの管制制御に必要なレーダー、センサー、デバイスの開発を進めるとと
もに、開発機器により収集されたデータを活用する安全運行・省エネ運行サ
ポートビジネスにも取り組みます。
なお、当社グループでは、2025年ROE12％達成を長期目標に掲げていま

す。
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② 会社の対処すべき課題
当社グループの各事業における重点課題と対応策は次のとおりです。
○無線・通信事業

社会課題の解決に貢献するデジタルビジネスの育成などにより、市況に
左右されない収益力のある事業構造への変革を進め、事業ポートフォリオ
を改革し、成長軌道への回帰を図ります。
○マイクロデバイス事業

車載・産業機器・IoT向け新規事業・新製品の開拓などを進めるととも
に、グループ内のシナジーを一層追求し、モノづくりの原点回帰により収
益性と効率性を高めて、マイクロデバイス事業を飛躍させていきます。
○ブレーキ事業

銅フリー製品の生産体制の強化とTMD社の構造改革を進め、改善活動
の浸透と推進によりさらなる品質の向上と採算管理を徹底していくこと
で、加速する環境変化への対応と競争力の強化を図り、利益重視の経営を
推進します。
○精密機器事業

自動車向け各種専用機事業の拡大やプラスチック製品事業各社間のシナ
ジー案件の推進などに取り組むとともに、改善活動により安全・品質意識
をさらに向上させ、各事業の収益力を強化します。
○化学品事業

断熱事業の基盤製品などでの安定的な利益の確保を図るとともに、燃料
電池セパレータと高機能性樹脂素材「カルボジライト」を中心とした環
境・エネルギー関連事業のさらなる育成・強化に取り組み、高い成長率と
収益性を創出しながらグローバル市場での事業の拡大を推進します。
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○繊維事業
国内外の市場ニーズに応じた新規販売ルートを確立するとともに、超ス

マート社会・環境エネルギー社会に資する新商品の開発・上市を加速さ
せ、利益重視に基づく販売・モノづくり体制を再編することにより、収益
力を向上させます。
○不動産事業

既存・新規の開発案件およびグループ不動産の管理強化に取り組み、分
譲事業の収益力向上と長期安定的な賃料の確保により安定収益の確保を図
ります。

当社グループは、グループの持つ事業の多様性・人の多様性・価値観の多
様性をコーディネートし、外部との連携やM&Aも活用しながら、挑戦し変
革を続けてまいります。
株主の皆様におかれましては、より一層のご指導、ご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。
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（6）財産および損益の状況の推移
項 目 第174期

（2017年３月期）
第175期

（2018年３月期）
第176期

（2018年12月期）
第177期

（2019年12月期）
売 上 高 527,274百万円 512,047百万円 416,221百万円 509,660百万円
営業利益又は営業損失（△） 4,890百万円 15,085百万円 △2,505百万円 6,482百万円
経 常 利 益 10,556百万円 19,700百万円 1,566百万円 11,703百万円
親会社株主に帰属する当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 （△） 3,574百万円 26,352百万円 △7,182百万円 △6,604百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 （△） 22.52円 160.59円 △43.26円 △39.45円

総 資 産 646,288百万円 651,958百万円 622,381百万円 617,527百万円
純 資 産 275,753百万円 290,434百万円 264,849百万円 252,535百万円

（注）１．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株
式数により算出しています。

２．第176期（2018年12月期）は、決算期変更に伴い、2018年４月１日から2018
年12月31日までの９カ月間となっています。

（7）重要な親会社および子会社の状況（2019年12月31日現在）
① 親会社との関係
該当する事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

日 本 無 線 ㈱ 14,704百万円 100.0％ 海上機器および通信機器等の製造・販売

長 野 日 本 無 線 ㈱ 3,649百万円 100.0
(100.0) 通信機器および電子部品等の製造・販売

上 田 日 本 無 線 ㈱ 700百万円 100.0
(100.0)

無線通信装置および医用電子装置等の製
造・販売

新 日 本 無 線 ㈱ 5,220百万円 100.0 電子デバイス製品およびマイクロ波製品
等の製造・販売

リ コ ー 電 子 デ バ イ ス ㈱ 100百万円 80.0
電子デバイス製品等の開発・製造・販
売、電子デバイス設計・製造受託サービ
ス

日 清 紡 ブ レ ー キ ㈱ 9,447百万円 100.0 自動車用摩擦材等の製造・販売
TMD FRICTION GROUP S.A. 31千ユーロ 100.0 自動車用摩擦材等の製造・販売

TMD FRICTION HOLDINGS （UK） LIMITED 121,000千ユーロ 100.0
(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

TMD FRICTION UK LIMITED 64,191千英ポンド 100.0
(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

TMD FRICTION DO BRASIL S.A. 159,199千レアル 100.0
(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

2020年02月21日 15時54分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



23

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

TMD FRICTION MEXICO SA DE CV 746百万メキシコペソ 100.0％
(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC. 88,000千米ドル 100.0 自動車用摩擦材等の製造・販売
NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO., LTD. 732,600千バーツ 97.1 自動車用摩擦材等の製造・販売
SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION 9,600百万ウォン 65.0 自動車用摩擦材等の製造・販売
賽龍（北京）汽車部件有限公司
（SAERON AUTOMOTIVE (BEIJING) CO., LTD.） 8,300千米ドル 100.0

(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

日清紡賽龍（常熟）汽車部件有限公司
（NISSHINBO SAERON(CHANGSHU)
AUTOMOTIVE CO., LTD.）

24,000千米ドル 100.0
(100.0) 自動車用摩擦材等の製造・販売

日 清 紡 メ カ ト ロ ニ ク ス ㈱ 4,000百万円 100.0 産業用機械装置等の製造・販売

南 部 化 成 ㈱ 1,800百万円 100.0
(100.0) プラスチック製品の製造・販売

日 清 紡 精 機 広 島 ㈱ 320百万円 100.0
(100.0) 自動車用精密加工部品の製造・販売

PT. NANBU PLASTICS INDONESIA 27,000千米ドル 100.0
(100.0) プラスチック製品の製造・販売

NISSHINBO MECHATRONICS（THAILAND） LTD. 100,000千バーツ 100.0
(80.0) プラスチック製品の製造・販売

日清紡精密機器（上海）有限公司
（NISSHINBO MECHATRONICS
（SHANGHAI） CO., LTD.）

19,500千米ドル 100.0
(80.0) プラスチック製品の製造・販売

日清紡大陸精密機械（揚州）有限公司
（NISSHINBO-CONTINENTAL PRECISION
MACHINING （YANGZHOU） CO., LTD.）

305,000千人民元 70.0 自動車用精密加工部品の製造・販売

日 清 紡 ケ ミ カ ル ㈱ 3,000百万円 100.0 化学工業製品等の製造・販売
日 清 紡 テ キ ス タ イ ル ㈱ 10,000百万円 100.0 綿糸布等の製造・販売

㈱ ナ イ ガ イ シ ャ ツ 100百万円 100.0
(100.0) 衣料品の製造・販売

東 京 シ ャ ツ ㈱ 75百万円 100.0
(100.0) 衣料品の製造小売

NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA. 20,075千レアル 100.0 綿糸の製造・販売
PT. NIKAWA TEXTILE INDUSTRY 53,584千米ドル 70.0 綿糸布の製造・販売
PT. NISSHINBO INDONESIA 20,000千米ドル 89.0 織物の製造・加工・販売

PT. NAIGAI SHIRTS INDONESIA 3,000千米ドル 100.0
(16.67) 衣料品の製造・販売

日清紡績（上海）有限公司
（NISSHINBO（SHANGHAI） CO., LTD.） 1,200千米ドル 100.0 繊維製品の販売

日 清 紡 都 市 開 発 ㈱ 480百万円 100.0 不動産の賃貸および管理
ニ ッ シ ン ト ー ア ・ 岩 尾 ㈱ 450百万円 100.0 繊維製品、産業資材および食品等の販売

（注）１．議決権比率の括弧内は間接所有割合で内数です。
２．連結子会社は上記の重要な子会社34社を含む106社であり、持分法適用会社は８

社(うち６社は関連会社)です。
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（8）主要な事業内容（2019年12月31日現在）
事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

無 線 ・ 通 信 事 業 無線通信などの情報通信機器等の製造および販売
マイクロデバイス事業 電子部品、半導体製品等の製造および販売
ブ レ ー キ 事 業 摩擦材等のブレーキ関係製品の製造および販売
精 密 機 器 事 業 プラスチック製品、ＥＢＳ等の精密部品、自動車関係専用機

等のシステム機の製造、加工および販売等
化 学 品 事 業 ウレタン、カーボン製品、機能化学品、燃料電池セパレータ

等の製造および販売

繊 維 事 業
綿糸・布、化合繊糸・布（綿混紡糸・布を含む）、綿不織布、
これらの二次製品、スパンデックス製品「モビロン」および
エラストマーの製造および販売

不 動 産 事 業 不動産の売買、賃貸等
そ の 他 事 業 食料品、産業資材等の卸売販売等

（9）主要な事業所等（2019年12月31日現在）
① 当社 本社（東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号）
② 子会社
無線・通信事業
国内拠点 日本無線㈱［本社事務所（東京都）、長野事業所（長野

県）、川越事業所（埼玉県）］、長野日本無線㈱、上田日本
無線㈱（長野県）

マイクロデバイス事業
国内拠点 新日本無線㈱［本社（東京都）、川越製作所（埼玉県）］、

リコー電子デバイス㈱（大阪府）
ブレーキ事業
国内拠点 日清紡ブレーキ㈱［本社（東京都）、館林事業所（群馬

県）］
海外拠点 TMD FRICTION GROUP S.A.〔ル ク セ ン ブ ル ク〕、

TMD FRICTION HOLDINGS (UK) LIMITED／ TMD
FRICTION UK LIMITED〔イギリス〕、TMD FRICTION
DO BRASIL S.A.〔ブ ラ ジ ル〕、TMD FRICTION
MEXICO SA DE CV〔メ キ シ コ〕、NISSHINBO
AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.〔アメリカ〕、
NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO., LTD.
〔タ イ〕、SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION
〔韓国〕、賽龍（北京）汽車部件有限公司／日清紡賽龍（常
熟）汽車部件有限公司〔中国〕
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精密機器事業
国内拠点 日清紡メカトロニクス㈱［本社（東京都）、美合工機事業

所（愛知県）、浜北精機事業所（静岡県）］、南部化成㈱
（静岡県）、日清紡精機広島㈱（広島県）

海外拠点 PT.NANBU PLASTICS INDONESIA〔インドネシア〕、
NISSHINBO MECHATRONICS (THAILAND) LTD.〔タ
イ〕、日清紡精密機器（上海）有限公司／日清紡大陸精密
機械（揚州）有限公司〔中国〕

化学品事業
国内拠点 日清紡ケミカル㈱［本社（東京都）、徳島事業所（徳島

県）、旭事業所、千葉事業所、土気事業所（千葉県）］
繊維事業
国内拠点 日清紡テキスタイル㈱［本社（東京都）、大阪支社（大阪

府）、藤枝事業所（静岡県）、徳島事業所（徳島県）］、㈱ナ
イガイシャツ（大阪府）、東京シャツ㈱（東京都）

海外拠点 NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA.
〔ブラジル〕、PT. NIKAWA TEXTILE INDUSTRY／ PT.
NISSHINBO INDONESIA／ PT. NAIGAI SHIRTS
INDONESIA〔インドネシア〕、日清紡績（上海）有限公
司〔中国〕

不動産その他事業
国内拠点 日清紡都市開発㈱、ニッシントーア・岩尾㈱（東京都）
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（10）従業員の状況（2019年12月31日現在）
事 業 区 分 従 業 員 数

無 線 ・ 通 信 事 業 5,961名
マ イ ク ロ デ バ イ ス 事 業 3,721名
ブ レ ー キ 事 業 6,020名
精 密 機 器 事 業 3,329名
化 学 品 事 業 272名
繊 維 事 業 3,243名
不 動 産 事 業 24名
そ の 他 事 業 94名
当 社 管 理 部 門 225名

合 計 22,889名
（注）１．従業員数は、前期末（2018年12月31日）と比べ39名増加しています。

２．当社の従業員数は240名です。（出向者178名および組合専従者４名は除く。）

（11）主要な借入先および借入額（2019年12月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 33,919百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 28,214百万円
株 式 会 社 静 岡 銀 行 13,547百万円

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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２ 会社の現況
(1）株式の状況（2019年12月31日現在）
① 発行可能株式総数 371,755,000株
② 発行済株式の総数 178,894,764株（前期末（2018年12月31日）比59,995株増）
（注） 取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行により、

59,995株増加しました。
③ 株主数 27,723名（前期末（2018年12月31日）比275名増）
④ 大株主

株 主 名 持株数 持株比率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 24,962 15.0
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,712 7.0
帝 人 株 式 会 社 10,528 6.3
富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 9,000 5.4
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 5,743 3.5
ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 2,780 1.7
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,694 1.6
四 国 化 成 工 業 株 式 会 社 2,600 1.6
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 2,598 1.6
日 本 毛 織 株 式 会 社 2,282 1.4

（注）１．当社は自己株式12,545千株を保有していますが、上記大株主からは除いていま
す。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しています。
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(2）会社役員の状況
① 取締役および監査役の状況（2019年12月31日現在）
地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

※取締役会長 河 田 正 也
※取締役社長 村 上 雅 洋
取 締 役 荒 健 次 専務執行役員

日本無線株式会社 代表取締役社長
取 締 役 小 倉 良 常務執行役員

新日本無線株式会社 代表取締役会長
取 締 役 奥 川 隆 祥 常務執行役員

事業支援センター長
取 締 役 馬 場 一 訓 常務執行役員

経営戦略センター長
取 締 役 石 井 靖 二 執行役員

日清紡ブレーキ株式会社 代表取締役社長
取 締 役 松 田 昇 株式会社博報堂ＤＹホールディングス 社外取締役

三菱ＵＦＪニコス株式会社 社外取締役
株式会社読売巨人軍 社外取締役

取 締 役 清 水 啓 典 東京センチュリー株式会社 社外取締役
取 締 役 藤 野 しのぶ
取 締 役 多 賀 啓 二 星光ＰＭＣ株式会社 社外取締役
常勤監査役 木 島 利 裕
常勤監査役 大 本 巧
監 査 役 山 下 淳
監 査 役 渡 邊 充 範 四国化成工業株式会社 取締役 常務執行役員

（注）１．※印は代表取締役です。
２．取締役松田 昇、清水啓典、藤野しのぶ、多賀啓二の各氏は、社外取締役です。
３．監査役山下 淳、渡邊充範の両氏は、社外監査役です。
４．取締役松田 昇、清水啓典、藤野しのぶ、多賀啓二の各氏、および監査役山下

淳、渡邊充範の両氏は、当社株式を上場している各証券取引所が定める独立役員
として指定し、届け出ています。

５．常勤監査役大本 巧氏は、当社の財務・経理業務および部門長を経験しており、
財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

６．2019年３月28日開催の第176回定時株主総会において、長屋文裕氏を補欠の社
外監査役として選任しています。

７．2019年３月28日開催の第176回定時株主総会終結の時をもって、取締役西原孝
治、秋山智史の両氏、監査役藤原洋一、川上 洋、真鍋志朗の各氏は、任期満了
により退任しました。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役および監査役の全員との間で、会社法第423条第１項

の賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないと
きは、金５百万円と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額を限度
とする契約を締結しています。

③ 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
区 分 支給人数 報酬等の額
取 締 役

（うち社外取締役）
13名
（５名）

266百万円
（ 38百万円）

監 査 役
（うち社外監査役）

７名
（４名）

49百万円
（14百万円）

合 計 20名 315百万円
（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれていま

せん。
２．株主総会の決議による取締役の報酬額は、年額400百万円以内です。また、当該

報酬額とは別枠として、取締役（社外取締役を除く。）に付与する譲渡制限付株式
に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額は、年額40百万円以内です。

３．株主総会の決議による監査役の報酬額は、年額70百万円以内です。

④ 社外役員の状況
イ）重要な兼職の状況（2019年12月31日現在）
区 分 氏 名 兼 職 先 の 名 称 兼 職 の 内 容

社外取締役
松 田 昇

株式会社博報堂ＤＹホールディングス 社外取締役
三菱ＵＦＪニコス株式会社 社外取締役
株式会社読売巨人軍 社外取締役

清 水 啓 典 東京センチュリー株式会社 社外取締役
多 賀 啓 二 星光ＰＭＣ株式会社 社外取締役

社外監査役 渡 邊 充 範 四国化成工業株式会社 取締役 常務執行役員
（注）１．四国化成工業株式会社は、当社の株式を2,600千株保有していますが、同社と当

社との間には重要な取引関係はありません。
２．その他の兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。
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ロ）当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役

松 田 昇
当事業年度に開催した取締役会16回のうち15回に出席
し、検事・弁護士等としての実務経験および法律に関す
る専門的な知識ならびに豊富な経験・見識に基づき、発
言を行っています。

清 水 啓 典
当事業年度に開催した取締役会16回すべてに出席し、
大学教授として有する金融・財務等に関する専門的な知
識および豊富な経験・見識に基づき、発言を行っていま
す。

藤 野 しのぶ
当事業年度に開催した取締役会16回すべてに出席し、
キャリアカウンセラーとして有する人材育成等に関する
専門的な知識・経験に基づき、発言を行っています。

多 賀 啓 二
2019年３月28日就任以降に開催した取締役会13回の
うち12回に出席し、政府系金融機関および事業会社に
おける豊富な経営経験・見識に基づき、発言を行ってい
ます。

社外監査役

山 下 淳
2019年３月28日就任以降に開催した取締役会13回す
べてと監査役会10回すべてに出席し、弁護士としての
実務経験および国際法務に関する専門的な知識ならびに
豊富な経験・見識に基づき、発言を行っています。

渡 邊 充 範
2019年３月28日就任以降に開催した取締役会13回す
べてと監査役会10回すべてに出席し、事業会社におけ
る豊富な経営経験・見識に基づき、発言を行っていま
す。
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(3）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 54百万円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 279百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の報酬金額を区分していませんので、上記金額はこれらの合計
額を記載しています。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬
見積りの算出根拠などを確認し必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等の
額について同意しています。

３．当社は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第
２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、主に「収益認識に関する会
計基準」の適用に係る助言・指導業務等に関し、対価を支払っています。

４．当社の一部の連結子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けてい
ます。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任しま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、解任の旨およびその理由を報告します。
また、監査役会は会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の

適正性および信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会
計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。
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３ 会社の体制および方針
(1）業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
① 内部統制システムの構築・運用に関する基本方針

当社は、業務の適正を確保するための体制として「内部統制システムの構
築・運用に関する基本方針」を定め、取締役会において以下のとおり決議し
ています。
１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
（1）取締役および執行役員は、グループにおけるコンプライアンスの確
立、ならびに法令、定款および社内規定の遵守の確保を目的とする「日
清紡グループ行動指針」を率先垂範する。また、従業員に対して本指針
の遵守の重要性を繰り返し教育することにより、周知徹底を図る。

（2）社長をコンプライアンスの最高責任者とし、社長直属の企業倫理委員
会は、グループの企業倫理に関する制度・規定の整備および運用を担
う。企業倫理委員および社外の顧問弁護士を受付窓口とする企業倫理通
報制度により、法令違反行為などの早期発見、是正を図る。社長は企業
倫理に関する重要事項を取締役会・監査役に報告する。

（3）社外取締役の参画により、取締役会の監督機能を充実させ、経営の透
明性向上を図る。執行役員制の採用により、経営の意思決定・監督機能
と業務執行機能を分離し、それぞれの機能強化を図る。

（4）グループの内部監査を担当する組織として、業務執行ラインから独立
した監査室を設ける。監査室は、各部門の業務執行状況の内部監査を行
い、適正かつ合理的な業務遂行の確保を図る。

（5）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を
遮断するとともに、これら反社会的勢力に対しては、関係機関と緊密に
連携し、事由の如何を問わず、グループとして組織的に毅然とした姿勢
をもって対応する。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（1）法令・社内規定に従い、株主総会・取締役会などの重要な会議の議事
録、経営の重要な意思決定・執行に関する記録および会計帳簿などの会
計に関する記録を作成、保管する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）取締役および執行役員は、グループの企業価値の維持・向上および事
業活動の持続的成長を阻害するすべてのリスクに適時・適切に対応する
ため、リスク管理に関する制度・規定を整備し、リスク予測、対策の立
案・検証および緊急時対応などのリスクマネジメントを実施する。

（2）社長をリスクマネジメントの最高責任者とし、統括責任者および各部
門の責任者を定め、リスクマネジメントを実施する。統括責任者の下に
グループの事務局としてコーポレートガバナンス室を置き、リスクマネ
ジメントの管理運用・教育支援を担当する。

（3）経営上の重要なリスクへの対応方針などについては、経営戦略会議な
どで十分に審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会に報告
する。

（4）各部門は、担当業務に関して優先的に対応すべきリスクを選定したう
えで、具体的な対策を決定し、適切なリスクマネジメントを実施する。
管理部門は、担当事項に関して事業部門が実施するリスクマネジメント
を横断的に支援する。

（5）法令違反、環境、製品安全、労働安全衛生、情報セキュリティ、自然
災害などの各部門に共通する個別リスクについては、それぞれに対応し
た規定を整備し、これに従ってリスクマネジメントを実施する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（1）取締役会の規模を適正に維持することにより、経営戦略・方針の意思
決定を迅速化する。また、取締役の任期を一年とし、毎年の定時株主総
会で取締役に対する株主の評価を確認することにより、事業年度に関す
る責任の明確化を図る。

（2）執行役員制の採用により、業務執行における意思決定を迅速化する。
（3）営業規則・決定権限規定に基づく業務分掌および権限分配により、職
務執行の効率化を図る。
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５．日清紡グループにおける業務の適正を確保するための体制
（1）日清紡グループの業務運営およびリスクマネジメントに関する制度・
規定を整備し、この制度・規定を適切に運用することにより、グループ
の業務の健全性および効率性の向上を図る。

（2）グループ各社の自主独立性を尊重するとともに、関係会社運営規定に
従い、各社から業務に関する定期的な報告・連絡などを受ける。

（3）グループ各社間の取引は、法令、会計原則、税法その他の社会規範に
照らして適正に行う。

（4）日清紡グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る
内部統制に関する体制を整備するとともに、金融商品取引法その他の関
係法令に基づき、その評価、維持および改善活動を継続的に行う。

（5）グループ各社に取締役・監査役を派遣し、業務執行を監督・監査す
る。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
（1）監査役は、監査部門などに所属する従業員に監査業務に必要な事項を
指示することができる。

（2）監査役から監査業務に関する指示を受けた従業員は、監査役の指示事
項に関し、もっぱら監査役の指揮命令を受ける。

（3）監査役から監査業務に関する指示を受けた従業員について、取締役お
よび当該従業員の所属部門の上司は、当該従業員が監査役の指示事項を
実施するために必要な環境の整備を行う。

７．監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制
（1）監査役は、取締役会およびグループの重要な会議に出席し、必要に応
じ意見を述べるとともに、当社およびグループ各社の取締役、監査役、
執行役員および従業員から業務執行または監査業務の状況について報告
を受ける。また、取締役会議事録などの業務に関する記録を閲覧するこ
とができる。
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（2）当社およびグループ各社の取締役、監査役、執行役員および従業員
は、日清紡グループの信用の大幅な低下、業績への深刻な悪影響、企業
倫理に抵触する重大な行為またはこれらのおそれが生じたときは、直接
にまたは職制等を通じて、監査役に対して速やかに報告を行う。また、
財経部門、監査部門などの責任者は、その職務の内容に応じ、監査役に
対する報告を行う。

（3）当社およびグループ各社の取締役、執行役員および従業員は、監査役
に対して監査業務等に関する報告を行ったことを理由に、当該報告を行
った従業員等を不利益に処遇しまたは取扱ってはならない。

（4）監査役と監査部門との連絡会を定期的に開催し、監査部門は内部監査
に関する重要な事項を監査役に報告するとともに、監査役と監査部門の
連携を図る。

（5）監査役の職務遂行に必要な費用は、当社が負担する。
② 内部統制システムの運用状況の概要

当社の内部統制システムの運用状況の概要は、以下のとおりです。
１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
取締役会は、審議・決定に際して、「企業理念、経営方針との整合」「法

令、企業倫理の遵守」「中長期的な企業価値の向上」「株主、顧客、従業
員、取引先、地域社会など様々なステークホルダーの信頼確保」に留意す
るとともに、社外取締役４名を置くことにより、監督機能の充実と経営の
透明性の向上を図っています。
取締役および執行役員は、職務執行に際して、「日清紡グループ行動指

針」を自ら率先垂範し、従業員に対して本指針の遵守の重要性を繰り返し
教育し、周知徹底を図るとともに、行動指針に定める各項目の運用状況や
企業倫理制度によりもたらされた通報案件を含む企業倫理に関する重要事
項を取締役会に報告しています。
グループの業務執行状況については、業務執行ラインから独立した監査

室が内部監査を実施し、その結果を取締役会に報告しています。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
法令・社内規定に従い、株主総会・取締役会などの重要な会議の議事

録、経営に関する重要な記録および会計帳簿などの会計に関する記録を適
切に保管しています。
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理に関する制度・規定に基づき、リスク予測、対策の立案・検
証および緊急時対応などのリスクマネジメントを実施しています。経営上
の重要なリスクへの対応方針などについては、経営戦略会議などで十分に
審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会に報告しています。
また、大規模災害などの発生に備え、事業継続計画（BCP）の策定およ

び事業継続マネジメント（BCM）文書の作成・BCM訓練を実施し、周知
徹底および実効性の向上を図っています。
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、現在、社外取締役４名を含む取締役11名で構成されてお
り、営業規則・決定権限規定等の社内規定に定める付議基準に基づき、経
営戦略・方針その他経営上の重要事項についての意思決定および各取締役
の職務執行の監督を行っています。また、執行役員制のもと、業務執行上
の意思決定権限の執行役員への適切な移譲と執行状況の的確な監督を通じ
て、業務執行における意思決定の迅速化を図っています。
なお、取締役会への付議基準や執行役員への権限移譲の範囲について

は、職務執行の効率化を図る観点などから、妥当性や改善点の検証を適宜
行っています。
５．日清紡グループにおける業務の適正を確保するための体制

日清紡グループの業務運営およびリスクマネジメントに関する制度・規
定を整備し、適切に運用しています。
主たるグループ各社に取締役・監査役を派遣し、業務執行を監督・監査

していますが、グループ各社の自主独立性を尊重するとともに、関係会社
運営規定に従い、各社から業務に関する定期的な報告・連絡などを受けて
います。
また、財務報告に係る内部統制に関する体制を整備し、金融商品取引法

その他の関係法令に基づき、その評価、維持および改善活動を継続的に行
っています。
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６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
社内規定に基づき、監査室などに所属する従業員等が、監査役の指示に

従い監査役の業務の補助を行っています。
７．監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制
監査役は、取締役会およびグループの重要な会議に出席し、必要に応じ

て意見を述べるとともに、取締役会、執行役員および従業員から業務執行
または監査業務の状況について報告を受けています。
また、監査役と監査室および会計監査人との連絡会を毎月１回開催する

とともに、監査役会で監査室の内部監査の活動状況を報告することによ
り、監査役と監査室および会計監査人の連携を図っています。
なお、監査役の職務遂行に必要な費用は、当社が負担しています。

(2）株式会社の支配に関する基本方針
① 基本方針の内容

当社は、最終的に当社の財務および事業の方針（以下「経営方針」といい
ます。）の決定を支配するのは、株主の皆様であると考えています。他方、
実際に経営方針を決定するのは、株主総会において選任され、株主の皆様か
ら委任を受けた取締役により構成される取締役会であることから、取締役会
は、当社の企業価値、ひいては当社株主共同の利益（以下単に「株主共同の
利益」といいます。）を維持・向上させるために、最善の努力を払うことと、
株主の皆様の意向を経営方針の決定により速やかに反映することを、当社の
基本方針としています。

② 基本方針の実現に資する取り組み
当社は、①の基本方針を実現するために、企業理念の浸透やコーポレート

ガバナンスなど組織文化の質的向上と、ROE指標重視の収益力向上や株価重
視の経営など数値・業績面の量的成長の実現に向け取り組んでいます。ま
た、株主の皆様から経営の委任を受けている取締役の毎事業年度の責任を明
確にするため、取締役の任期を１年とするとともに、取締役の職務の執行を
監督するという取締役会の機能を強化するため、複数の社外取締役を選任し
ています。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって経営方針の決定が支配されること
を防止する取り組み
当社は、当社株式の大規模な買付行為や買付提案を行おうとする者に対し

ては、関係諸法令に従い、大規模買付行為の是非を株主の皆様に適切に判断
いただくための必要かつ十分な情報の開示を求め、あわせて当社取締役会の
意見等を開示するとともに、株主の皆様に検討いただくために必要な時間の
確保に努めるなど、適切な措置を講じてまいります。
④ 上記取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

上記②および③に記載の取り組みは、当社の役員の地位の維持を目的とす
るものではなく、株主共同の利益を確保・向上させるための施策であり、上
記①の基本方針に適うものと考えています。

(3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、ROE重視の経営を推進し、利益配分を含む株主価値の持続的な向上

を目指しています。研究開発、設備増強、M&Aなどの成長投資を加速させ、
「環境・エネルギーカンパニー」グループとして社会・市場・ステークホルダ
ーの皆様から一層評価され信頼いただける企業を目指してまいります。
配当については、中間配当および期末配当の年２回配当を基本とし、連結配

当性向30％程度を目安に、安定的かつ継続的な配当を行う方針です。
さらに、今後の成長戦略遂行に要する内部留保を十分確保できた場合には、

安定性にも配慮したうえで、自社株買い入れ等も含めてより積極的に株主への
利益還元を行う方針です。自己株式については、消却を原則としますが、大き
な株主価値の向上に資するM&A案件が存在する場合は株式交換に活用するこ
ともあります。
当期の期末配当金については、１株当たり15円とすることを、2020年２月

13日の取締役会で決議しました。これによって中間配当金を合わせた当期の
年間配当額は、１株当たり30円となりました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

299,929

37,550

111,601

16,408

41,811

56,830

23,205

13,109

△588

317,597

174,863

59,120

56,259

35,158

8,254

16,070

12,203

5,101

7,102

130,531

104,214

191

9,097

5,249

13,251

△1,473

流 動 負 債 231,023
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 41,753
電 子 記 録 債 務 19,635
短 期 借 入 金 46,548
コマーシャル・ペーパー 30,000
１年内返済予定の長期借入金 39,818
未 払 法 人 税 等 4,092
製 品 保 証 引 当 金 1,096
賞 与 引 当 金 3,120
役 員 賞 与 引 当 金 189
工 事 損 失 引 当 金 54
事 業 構 造 改 善 引 当 金 1,017
偶 発 損 失 引 当 金 925
そ の 他 の 引 当 金 6
そ の 他 42,763

固 定 負 債 133,968
長 期 借 入 金 47,686
繰 延 税 金 負 債 18,874
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 33
事 業 構 造 改 善 引 当 金 1,171
環 境 対 策 引 当 金 939
海 外 訴 訟 損 失 引 当 金 540
そ の 他 の 引 当 金 49
退 職 給 付 に 係 る 負 債 51,773
資 産 除 去 債 務 839
そ の 他 12,060

負 債 合 計 364,992
純 資 産 の 部
株 主 資 本 197,662
資 本 金 27,639
資 本 剰 余 金 20,421
利 益 剰 余 金 165,548
自 己 株 式 △15,947

その他の包括利益累計額 40,441
その他有価証券評価差額金 39,570
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △23
為 替 換 算 調 整 勘 定 3,810
退職給付に係る調整累計額 △2,915

新 株 予 約 権 167
非 支 配 株 主 持 分 14,263
純 資 産 合 計 252,535

資 産 合 計 617,527 負 債 純 資 産 合 計 617,527
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年
2019年

１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高 509,660
売 上 原 価 409,013
売 上 総 利 益 100,647
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 94,164
営 業 利 益 6,482
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,589
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,654
為 替 差 益 124
雑 収 入 1,568 7,937
営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,132
売 上 割 引 591
雑 損 失 991 2,716
経 常 利 益 11,703
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 607
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,420
負 の の れ ん 発 生 益 387
事 業 譲 渡 益 280
環 境 対 策 引 当 金 戻 入 額 1
新 株 予 約 権 戻 入 益 3 4,700
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 81
固 定 資 産 廃 棄 損 182
減 損 損 失 16,181
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1
投 資 有 価 証 券 評 価 損 11
関 係 会 社 株 式 売 却 損 76
子 会 社 事 業 構 造 改 善 費 用 772
事 業 構 造 改 善 引 当 金 繰 入 額 1,155
退 職 給 付 制 度 改 定 損 187
海 外 訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額 12 18,661
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △2,257
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,438
法 人 税 等 調 整 額 △826 4,612
当 期 純 損 失 △6,870
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △266
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △6,604
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貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

67,498
3,435
236
8,332
16,457

36
247

36,982
2,535
89

△856
230,706
22,676
10,501
563
1,179
29
493
9,737
171
272
153
119

207,757
69,107
127,527
9,620
1,442
152
△92

負 債 の 部
流 動 負 債 84,069
買 掛 金 139
短 期 借 入 金 39,315
コマーシャル・ペーパー 30,000
１年内返済予定の長期借入金 7,644
未 払 金 3,313
未 払 費 用 94
未 払 法 人 税 等 881
未 払 消 費 税 等 540
預 り 金 729
前 受 収 益 326
賞 与 引 当 金 43
役 員 賞 与 引 当 金 42
そ の 他 999

固 定 負 債 78,956
長 期 借 入 金 43,570
繰 延 税 金 負 債 14,609
退 職 給 付 引 当 金 2,473
関係会社債務保証損失引当金 12,977
資 産 除 去 債 務 143
長 期 預 り 金 5,182

負 債 合 計 163,025
純 資 産 の 部
株 主 資 本 98,612
資 本 金 27,639
資 本 剰 余 金 21,477
資 本 準 備 金 20,452
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,024
利 益 剰 余 金 65,419
利 益 準 備 金 6,896
そ の 他 利 益 剰 余 金 58,522
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 3,128
特 別 償 却 準 備 金 0
別 途 積 立 金 63,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △7,607

自 己 株 式 △15,923
評 価 ・ 換 算 差 額 等 36,399
その他有価証券評価差額金 36,399

新 株 予 約 権 167
純 資 産 合 計 135,179

資 産 合 計 298,205 負 債 純 資 産 合 計 298,205
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損 益 計 算 書

（2019年
2019年

１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高 13,413
売 上 原 価 4,378
売 上 総 利 益 9,034
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,329
営 業 利 益 1,705
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,838
為 替 差 益 12
雑 収 入 146 15,997
営 業 外 費 用
支 払 利 息 207
株 式 関 係 費 92
寄 付 金 29
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 55
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 74
雑 損 失 54 514
経 常 利 益 17,188
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 233
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,102
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 1
環 境 対 策 引 当 金 戻 入 額 1
新 株 予 約 権 戻 入 益 3 3,343
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 9
固 定 資 産 廃 棄 損 11
減 損 損 失 260
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1
関 係 会 社 株 式 評 価 損 15,031
関 係 会社債務保証損失引当金繰入額 6,540 21,853
税 引 前 当 期 純 損 失 △1,321
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,422
法 人 税 等 調 整 額 △761 2,660
当 期 純 損 失 △3,982
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2020年２月19日
日清紡ホールディングス株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 津 田 英 嗣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 本 健太郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 木 拓 磨 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日清紡ホールディングス株式会社の2019年１月
１日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、日清紡ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2020年２月19日
日清紡ホールディングス株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 津 田 英 嗣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 本 健太郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 木 拓 磨 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日清紡ホールディングス株式会社の2019
年１月１日から2019年12月31日までの第177期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本
監 査 報 告 書

当監査役会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第177期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから
当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」についても、その内容について検
討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書作成時点において開示すべき重要な不備
はない旨の報告を取締役等及び有限責任監査法人トーマツから受けております。
④事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」については、指摘すべき事項は認
められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年２月21日

日清紡ホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 木 島 利 裕 ㊞
常勤監査役 大 本 巧 ㊞
社外監査役 山 下 淳 ㊞
社外監査役 渡 邊 充 範 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

〒103-8650 東京都中央区日本橋人形町2-31-11
http://www.nisshinbo.co.jp/

※駐車場の用意がございませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
※当社株主総会では、株主様へのお土産のご用意はございません。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

ロイヤルパークホテル ２階「有明」
東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
TEL：03-3667-1111（代）

東京メトロ半蔵門線
水天宮前駅
４番出口直結

東京メトロ日比谷線
人形町駅
Ａ２出口より
徒歩７分

都営地下鉄浅草線
人形町駅
Ａ３出口より
徒歩９分

会 場

交 通

Ａ３出口を出て左に
進み、人形町交差点
を左折し、まっすぐ
お進みください。

４番出口とホテル地
下２階が直結してお
ります。

A2出口を出て正面の
甘酒横丁交差点を渡
り右折し、まっすぐ
お進みください。

都営浅草線
人形町駅
Ａ３出口

東京メトロ日比谷線
人形町駅
Ａ２出口

東京メトロ半蔵門線
水天宮前駅
４番出口（直結）
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